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「量の見込み」の算出について 
 

１．基本的な考え方 
○子ども・子育て支援事業計画では、「教育・保育」、「地域子ども・子育て支援事業」の量の見込み

並びにそれに対応する提供体制の確保の内容及び実施時期について定めることが必要。 

  

○子ども・子育て支援事業計画は、地域の人口構造や産業構造等の地域特性、「教育・保育」及び「地

域子ども・子育て支援事業」に相当する事業の利用状況、利用希望等を踏まえることが必要。 

 

○子ども・子育て支援事業計画の作成にあたり、保護者に対するニーズ調査を行い、「教育・保育」

及び「地域子ども・子育て支援事業」の現在の利用状況を把握するとともに、これらを踏まえて各

事業の量の見込みを推計し、具体的な目標設定を行うことが必要。 

 

■教育・保育：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」のイメージ 

A ブロック 

１年目 2 年目 3 年目 ・・・

1 号 
（3-5 歳教育の

み） 

2 号 
（3-5 歳保育の

必要性あり） 

3 号 
（０-２歳保育の

必要性あり） 

1 号 
（3-5 歳教育の

み） 

2 号 
（3-5 歳保育の

必要性あり） 

3 号 
（０-２歳保育の

必要性あり） 

1 号 
（3-5 歳教育の

み） 

2 号 
（3-5 歳保育の

必要性あり） 

3 号 
（０-２歳保育の

必要性あり） 

・・・

①量の見込（必要利用定員総数） 300 人 200 人 200 人 300 人 200 人 200 人 300 人 200 人 200 人 ・・・

②確保

の内容 

認定子ども園、幼稚

園、保育園（教育・保

育施設） 

300 人 200 人 80 人 300 人 200 人 150 人 300 人 200 人 150 人 ・・・

地域型保育事業   20 人   30 人   50 人 ・・・

②－① 0 0 
▲100

人 
0 0 ▲20 人 0 0 0 ・・・

 
 
 
 
 
 
 
■地域子ども・子育て支援事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」のイメージ 

A ブロック 
１年目 2 年目 3 年目 ・・・ 

地域子育て支援拠点事業（機能強化型） 

①量の見込 3,000（10 か所） 3,000（10 か所） 3,000（10 か所） ・・・ 

②確保の内容 3,000（10 か所） 3,000（10 か所） 3,000（10 か所） ・・・ 

②－① 0 0 0 ・・・ 

 
※設定した教育・保育提供区域ごとに、認定区分に応じた各年度の教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業の必要量の見込みと確保内容を明記する必要があります。 
 
 
  

認定区分３区分 

１号：３～５歳の学校教育のみ 

２号：３～５歳の保育の必要性あり 

３号：０～２歳の保育の必要性あり 

※計画期間である５年目までの「量の見込み」等を明記します 
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■０歳～就学前

実数 割合
タイプＡ ひとり親 29 0.03
タイプＢ フルタイム×フルタイム 250 0.24
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 101 0.10
タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 78 0.07
タイプＤ 専業主婦（夫） 579 0.55
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＥ’ パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00
タイプＦ 無業×無業 9 0.01

1046 1.0

家庭類型

全体

２．量の見込みの算出項目 
（１）全国共通で「量の見込み」を算出する項目 
 下記の事業については、全国共通で、子ども・子育て支援事業計画で定める「教育・保育提供区域」

ごとに「量の見込み」の算出を行う。 

■全国共通で「量の見込み」を算出する項目 

 対象事業 対象児童年齢 

1 号 
教育標準時間認定（認定こども園および幼稚園） 
＜専業主婦（夫）家庭、就労時間短家庭＞ 

3～5 歳 

2 号 
保育認定①（幼稚園） 
＜共働きであるが幼稚園利用のみの家庭＞ 3～5 歳 

保育認定②（認定こども園及び保育所） 3～5 歳 

3 号 保育認定③（認定こども園及び保育所＋地域型保育） 0 歳、1・2 歳 

4 時間外保育事業 0～5 歳 

5 放課後児童健全育成事業（学童保育事業） 1～3 年生、4～6 年生 

6 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライト別） 0～5 歳 

7 地域子育て支援拠点事業 0～2 歳 

8 
一時預かり事業 
・幼稚園における在園児を対象とした一時預かり 
・その他 

 
3～5 歳 
0～5 歳 

9 病児保育事業 0～5 歳、1～6 年生 

10 
子育て援助活動支援事業 
（ファミリー・サポート・センター事業） 

0～5 歳、1～3 年生、 
4～6 年生 

11 利用者支援事業 0～5 歳、1～6 年生 

 
３．量の見込みの算出方法 
（１）家庭類型の分類 

 ニーズ調査結果を活用し、まず、対象となる子どもの父母の有無（問７）、就労状況（問 12、12-1、

13、13-1）から「家庭類型」を求めます。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

問７ 

問 12 

問 12-1 

問 13 

問 13-1 

※下限時間とは、各自治体が定める保育の必要性があると認定している、下限の時間（茨木市においては 64 時間） 
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＜家庭類型別児童数の算出＞

a:推計児童数（人） b:潜在家庭類型（割合） c:家庭類型別児童数
タイプＡ ひとり親 × 0.03 = 106
タイプＢ フルタイム×フルタイム × 0.25 = 880
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） × 0.10 = 352
タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） × 0.12 = 422
タイプＤ 専業主婦（夫） × 0.50 = 1,760
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） × 0.00 = 0
タイプＥ’ パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） × 0.00 = 0
タイプＦ 無業×無業 × 0.01 = 35

3,520

実数 割合 実数 割合
タイプＡ ひとり親 29 0.03 29 0.03
タイプＢ フルタイム×フルタイム 250 0.24 (+10)260 0.25
タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 101 0.10 101 0.10
タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 78 0.07 (+47)125 0.12
タイプＤ 専業主婦（夫） 579 0.55 (-56)523 0.50
タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00 0 0.00
タイプＥ’ パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 0 0.00 (+1)1 0.00
タイプＦ 無業×無業 9 0.01 (-2)7 0.01

1046 1.0 1046 1.0

潜在家庭類型

全体

家庭類型

母親

父親 １２０時間以上 下限時間未満

１２０時間以上

下限時間未満

５．現在は就労していない
６．就労したことがない

１．フルタイム就労
２．育休・介護休業中

５．現在は就労していない
６．就労したことがない

１２０時間未満
下限時間以上

１２０時間未満
下限時間以上

３．パートタイム就労
４．育休・介護休業中

３．パートタイム就労
４．育休・介護休業中

１．フルタイム就労
２．育休・介護休業中

タイプＢ タイプＣ タイプＣ’

タイプＤタイプＣ タイプＥ

タイプＣ’ タイプＥ’

タイプＦタイプＤ

母親

父親 １２０時間以上 下限時間未満

１２０時間以上

下限時間未満

５．現在は就労していない
６．就労したことがない

１．フルタイム就労
２．育休・介護休業中

５．現在は就労していない
６．就労したことがない

１２０時間未満
下限時間以上

１２０時間未満
下限時間以上

３．パートタイム就労
４．育休・介護休業中

３．パートタイム就労
４．育休・介護休業中

１．フルタイム就労
２．育休・介護休業中

タイプＢ タイプＣ タイプＣ’

タイプＤタイプＣ タイプＥ

タイプＣ’ タイプＥ’

タイプＦタイプＤ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）潜在家庭類型の分類 

（１）の家庭類型に母親の就労希望（問 14、15）を反映させた「潜在家庭類型」の種類ごとの割合

を算出します。 

 

※潜在家庭類型とは、就労希望を持つ方（パート・アルバイトの方でフルタイムへ転換を希望されて

いる方、または無職の方で今後働きたいと考えている方等）の割合を反映させた家庭類型。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（３）家庭類型別児童数の算出  
 「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数（人）」 

  
 
 
 
 
 
 
 
 ※推計児童数とは、各年度の年齢１歳別児童人口を推計したデータ 

  
  

供給体制の確保方策の検討には、子どもの年齢区分により、０歳、１歳、２歳、３歳、４歳、５歳の６

パターンを作成する必要があります。 

（5 歳児） 
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＜ニーズ量の算出＞
①＜１号認定＞（認定こども園及び幼稚園）

c:家庭類型別児童数 d:利用意向率（割合） e:ニーズ量（人）
タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 422 × 0.959 = 405
タイプＤ 専業主婦（夫） 1,760 × 0.959 = 1,688
タイプＥ’ パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 0 × 0.959 = 0
タイプＦ 無業×無業 35 × 0.959 = 34

（４）量の見込みの算出 
 「家庭類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込み（人）」 

 
（例）１号認定（３～５歳）の認定こども園及び幼稚園のニーズ量の算出 

⇒３歳以上の潜在家庭類型（タイプＣ’、タイプＤ、タイプＥ’、タイプＦ）の家庭類型別児童数

に、調査票の「問 18：平日定期的に利用したいと考える施設やサービス」で「1．幼稚園」「２．

幼稚園＋幼稚園の預かり保育」「4．認定こども園」を選択した者の利用意向率（割合）をかけ

る。 

 
 
 
 
 
   ※認定こども園…幼稚園と保育所の機能を併せ持つ施設 


